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特設「道徳」の創設に至る社会科の変化についての考察

白尾裕志　（琉球大学大学院教育学研究科教職実践講座）

Consideration about a change in social studies until the moral education provided 

especially

要約

　社会科は 1947 年の創設直後から，道徳教育の振興との関わりからその改善を問われてきた。

「道徳教育振興に関する答申」（1951 年１月４日）では，学校の教育活動全体を通じて行う道

徳教育の全面主義が確認され，学習指導要領での「社会科の意義」として示された。「社会科

の改善に関する教育課程審議会答申」（1953 年８月７日）では，社会科の教科としての特質を

踏まえた問題解決学習の過程での道徳性の育成が明確化された。この二つの答申によって，そ

の後の教育課程審議会にどのような影響が出たかについて，「文部時報」等の文部省側の文献

を中心に明らかにしていき，社会科が学習指導要領として整理される過程で明らかになった特

設道徳に伴う社会科の変化について考察する。

琉球大学大学院教育学研究科　教職実践講座（教職大学院）

１　問題と目的

　1947 年に創設された新教科である社会科は，

民主的な国家再建に伴う民主的な価値や態度を育

成していくことを求められた。民主的な価値や態

度は道徳と不可分の関係にあり，その社会を対象

とした社会科は，道徳教育の役割を果たす役割が

期待された。

　道徳教育について明示しなかった 1947 年版学

習指導要領では，社会科が実質的に道徳教育の中

心的な役割を担うこととなったが，社会科そのも

のが十分に機能しない状況に加えて，戦後の混乱

期における子どもの道徳的な課題が指摘される

につれて，社会科への批判と共に修身の復活を含

んだ道徳の教科に向けた動きが，戦後まもなく起

こってきた。　

　1958 年の学習指導要領改訂で道徳が特設され

たが，その過程で社会科がどのように変化してき

たのかを明らかにすることが本論の目的である。

２　1947 年版学習指導要領で社会科に求め

られた道徳教育　】

　『学習指導要領　一般編』（試案）（1947 年，

文部省），『学習指導要領　社会科編』（試案）（1947

年，文部省）及び，『小学校社会科学習指導要領

補説』（1948 年，文部省）で示された社会科に

求められた道徳教育について検討する。

（１）『学習指導要領　一般編』（試案）（1947 年，

文部省）

　「第一章　教育の一般目標」では，教育基本法

第一条（教育の目的）を当時の社会状況に応じて

具体化して四つの観点（「個人生活」「家族生活」「社

会生活」「経済生活および職業生活」）から民主的

な価値や態度を中心に示されている。

　例えば「個人生活」は「人の生活の根本という

べき正邪善悪の区別をはっきりわきまえるように

なり，これによって自分の生活を律して行くこと

ができ，同時に鋭い道徳的な感情をもって生活す

るようになること」とされ，明確な道徳的態度を

示している。
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　続く「第三章　教科課程」では社会科が設けら

れた理由として次のように示している１。

　　　社会科は，従来の修身・公民・地理・歴史

を，ただ一括して社会科という名をつけた

というのではない。社会科は，今日のわが

国民の生活から見て，社会生活についての

良識と性格とを養うことが極めて必要であ

るので，そういうことを目的として，新た

に設けられたのである。ただ，この目的を

達成するには，これまでの修身・公民・地理・

歴史などの教科の内容を融合して，一体と

して学ばれなくてはならないので（学習指

導要領社会科編参照）それらの教科に代わっ

て，社会科が設けられたわけである。

　「社会生活についての良識と性格とを養う」た

めに，独立した教科の個別の知識や概念ではなく，

それらを内容的な基盤としながら相互依存関係を

軸とした理解が社会科を必要とする背景として示

されており，社会科の目的に組み込まれていた。

また，社会生活についての良識だけでなく「性格」

までを社会科の範囲に含んだ説明になっており，

性格が表出する社会生活についての態度等の育成

を含んだ位置づけになっている。

（２）『学習指導要領　社会科編』（試案）（1947 年，

文部省）

　「第一章　序論」の「第一節　社会科とは」では，

「社会科の任務は，青少年に社会生活を理解させ，

その進展に力を致す態度や能力を養成すること」

とされ，「人と他の人との関係」「人間と自然環境

との関係」「個人と社会制度や施設との関係」か

ら成る相互依存関係の理解を中心とした社会科が

求められた。その理由を次のように示している２。

　　　社会生活を理解するには，相互依存の関係

を理解することがたいせつであり，そして，

その相互依存の関係を理解するには，人間性

の理解がこれにともなわなければならない。

　社会生活での相互依存関係の理解に人間性の理

解が必要であることを指摘した上で，「社会生活

がいかなるものかを理解させ，これに参与し，そ

の進展に貢献する能力態度を養うということは，

そもそも教育全体の仕事」として，道徳教育の全

面主義の立場を取り，学校教育全体で行う道徳教

育の中核的な役割を果たす教科として位置付けて

いる。また，以下に示すように今日でいう教科等

横断的な視点での取組も求めている３。

　　　それでは社会科と国語・数学・理科等のよ

うな併立している科目との関係はどうであ

ろう。これらは内容の上からきっぱりと社

会科と区別して考えることは，かえって不

自然であるように思われる。ただ，しいて

区別すれば，各科のめざしているものの違

いがあるというだけにすぎない。それゆえ，

社会科の授業の中に，他の教科の授業がとり

入れられ，また他の教科の授業の際に，社

会科のねらいが合わせて考慮されることは，

当然のことであり，かえってその方が望ま

しいのである。

　さらに「第二節　社会科の目標」では，15 項

目からなる目標を掲げており，道徳的価値につな

がる行動や態度を求めている目標は次のようにな

る。

　一　生徒が，人間としての自覚を深めて人格を

発展させるように導き，社会連帯性の意識

を強めて，共同生活の進歩に貢献するとと

もに，礼儀正しい社会人として行動するよ

うに導くこと。 

　二　生徒に各種の社会，すなわち家庭・学校及

び種々の団体について，その構成員の役割

と相互の依存関係とを理解させ，自己の地

位と責任とを自覚させること。 

　三　社会生活において事象を合理的に判断する

とともに，社会の秩序や法を尊重して行動

する態度を養い，更に政治的な諸問題に対

して宣伝の意味を理解し，自分で種々の情

報を集めて，科学的総合的な自分の考えを

立て，正義・公正・寛容・友愛の精神をもっ

て，共同の福祉を増進する関心と能力とを

発展させること。 

　七　各地域・各階層・各職域の人々の生活の特

質を理解させ，国内融和と国際親善に貢献

−254−



白尾裕志：特設「道徳」の創設に至る社会科の変化についての考察

する素地を養うこと。 

　九　社会生活が常に発展するものであることを

知り，過去の事績を背景として現代の特質

を理解し，将来の方向を見わたす能力を養

うこと。 

　十一　社会生活における勤労の価値を理解する

とともに，勤労によって産業の発展に寄与

する能力，及び勤労を尊ぶ態度を養うこと。 

　

（３）『小学校社会科学習指導要領補説』（1948 年，

文部省）

　社会科の内容的な面を補説して，「人と他の人

との関係」「人間と自然環境との関係」「個人と社

会制度や施設との関係」から成る相互依存関係の

理解を中心とした社会科において，地域や児童の

実態に即した「作業単元」を作って実践すること

が求められた。

　作業単元は，教材の配列やまとまりとしての「教

材単元」と区別され，「児童が現実の生活で直面

する問題の解決を中心として、有効な生活経験を

積ませること」に関わる経験のまとまりや組織を

意味しており，「学習活動が次々と自然に発展し

ていって形づくる系列」が求められた。しかし，

こうした要求に十分に対応できず，作業単元で扱

う問題の解決が十分でないままに相互依存関係を

社会道徳として押し付ける実践があったことが指

摘された４。

　『小学校社会科学習指導要領補説』（1948 年，

文部省）では，「作業単元の作りかたや展開のし

かたが現在の社会科の第一の問題」とされ，作業

単元の実例が示された。また，「1947 年版社会

科学習指導要」で示した社会科の目標について，

その主要な目標を「公民的資質を発展させること」

とし，その具体化として「（一）自分たちの住ん

でいる世界に正しく適応できるように、（二）そ

の世界の中で望ましい人間関係を実現していける

ように、（三）自分たちの属する共同社会を進歩

向上させ、文化の発展に寄与することができるよ

うに、児童たちにその住んでいる世界を理解させ

ること」を掲げて，「社会的に目が開かれるとい

うこと」としている。

　さらに「総じて民主的社会の有為な公民として

必要な数多くの特性を身につけていなくてはなり

ません」として，下記の学校教育法第十八条の初

等普通教育を児童に与えるための以下の目標を示

している。

　一、学校内外の社会生活の経験に基づき、人

間相互の関係について、正しい理解と協同・

自主および自律の精神を養うこと。 

　二、郷土および国家の現状と伝統について、正

しい理解をもつように導き、進んで国際協

調の精神を養うこと。 

　三、日常生活に必要な衣・食・住・産業等につ

いて、基礎的な理解と技能を養うこと。 

　四、日常生活に必要な国語を正しく理解し、使

用する能力を養うこと。 

　五、日常生活に必要な数量的な関係を正しく理

解し、処理する能力を養うこと。 

　六、日常生活における自然現象を科学的に観察

し、処理する能力を養うこと。 

　七、健康・安全で幸福な生活のために必要な習

慣を養い、心身の調和的な発達を図ること。 

　八、生活を明
ママ

かるく豊かにする音楽・美術・文

芸等について、基礎的な理解と技能を養う

こと。

　「小学校教育の目標は有為な社会形成者を作る

こと」であることを示し、さらにこれを社会科の

目標と比較して、「社会科が小学校の教育目標達

成のために重要な位置を占め、そしてすべての教

科の主要目標とかたくむすびついていることは明

らか」５としている。

　以上のように .1947 年版学習指導要領におけ

る社会科は，学校教育全体で行う道徳教育の要の

役割が明確に位置付けられていた。

３　第一次社会科改訂～道徳教育をめぐる

社会科の変化～

（１）天野貞祐文部大臣の発言

　道徳教育についての議論は，1950 年 11 月４

日，天野貞祐文部大臣が広島大学開学祭に参加す

るため出張先の広島で次のように語ったことから

始まった 6。

　　　君が代のせい唱に続いて，教育勅語に代わ

るべきものがあった方がよいと思う。何か

国民の教育や道徳の基準となるものが必要

だと最近とくに強く感じている。ただ勅語
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のようにまる暗記して口に唱えるだけで実

行しないというのはいけない。

　天野文部大臣は続く 11 月７日に行われた全国

都道府県教育長会議において，修身の復活と教育

勅語にかわる「道徳要綱」作成の意図を表明した。

天野文部大臣の発言の背景には戦後の混乱期の道

徳的な荒廃状況に加え，道徳教育の全面主義の下

で要となる社会科が十分に機能していなかったこ

とが挙げられる。また，天野文部大臣の発言は教

育の中に「教育勅語に代わるべきもの」，「教育や

道徳の基準となるもの」を求めており，その当時

実施されていた 1947 年版学習指導要領での道徳

教育の全面主義の立場でないことは明確であり，

後に示す文教委員会で異論が出たことに象徴され

るように文部省内部でも混乱していたことを文部

省事務官の上田薫が記している７。

　　　文相の突然の発言は文部省内を狼狽させ

た。（中略）新教育推進に徹底してきた係官

たちにとっては，受とめかねる異質のもの

である。

　こうして天野文部大臣は「学校教育における道

徳教育の振興」に関して，教育課程審議会に諮問

し、11 月 14 日から教育課程審議会が審議を始

めた。11 月 16 日の文教審議会（吉田茂首相の

私的機関。管制や法律の根拠はない）では，天野

文部大臣の意見への異論が出たことを 11 月 17

日付の朝日新聞が伝えており８，天野文部大臣の

意向に対して慎重な対応が伺える。

　　　この席上天野文相は特に発言を求め，「国

の道徳基準を示す“道徳基準要領”のよう

なものを設けたいと思うがどうか」とのべ

たが，一部の委員から異論が出たため結論

に達しなかった。

　1950 年 11 月 29 日付の朝日新聞には「“天野

構想”白紙に」という見出しと共に以下のように

記されている９。

　　　「修身を社会科から切り離して道徳教育専

門の特別の教科をつくりたい」という文相の

意見に対しては社会科の中にふくめて取扱

うべきだという意見が強かった。また文教

審議会あたりも大体同様の反対意見なので，

現在のところ文相の考える修身科復活の線

は薄いが，三十日の審議会では問題を白紙

にもどし，前記三つの方法につき是非が検

討される予定である。

　「前記三つの方法」とは，「道徳教育のための特

別の教科を設ける場合」，「社会科の中で取扱う場

合」，「学校全体計画の中で行う場合」のことであ

る。1947 年版の学習指導要領では，道徳教育に

ついて直接取り上げた形での言及はしていない

が，道徳教育の全面主義の立場を取り，社会科を

学校教育全体で行う道徳教育の中核的な役割を果

たす教科として位置付けていたので，教育課程審

議会は「社会科の中で取扱う場合」，「学校全体計

画の中で行う場合」を基に，学校の教育活動全体

を通じて行う道徳教育の全面主義の立場を明確に

していくことになったと考えられる。

（２）道徳教育振興に関する答申（1951 年１月

４日）

　教育課程審議会は最初の天野文部大臣の発言か

らちょうど２か月という早さで，翌 1951 年１月

４日には「道徳教育振興に関する答申」10 を発表

した。

　その中で「一般方策」として「道徳教育は学校

教育全体の責任である」ことを明示して，「道徳

教育を主体とする教科あるいは科目を設けること

は望ましくない」，「社会科その他の現在の教育課

程に再検討を加え，これを正しく運用することに

よって，実践に裏付けられた道徳教育を効果的に

行い得るものと信ずる」等が示された。続く「教

育計画並びに指導上の方策」では，「社会科をは

じめ各教科は，それぞれ道徳教育に深い関係を

もっているから，その教育計画および指導に当

たっては，格別の配慮を必要とする」とされた。

　天野文部大臣の意に反して道徳教育の全面主義

が堅持されると同時に，学校教育活動全体で行う

道徳教育における社会科をはじめ各教科の役割を

より明確にすることが求められた。ただ，こうし

た結果を受けて天野文部大臣は「自分の意図は道

徳教育の振興であって，人のいうように修身科
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復活ではない」と述べたことを上田薫が記して

いる 11。

　このことは，道徳教育を主体とする教科あるい

は科目設けない以上，道徳教育の振興のために道

徳教育の全面主義を掲げる立場から，社会科をは

じめとする教科等の役割を明確にすることが必須

となったことを示しており，1951 年２月には「道

徳教育振興方策」，４月の「道徳教育のための手

引書要綱」ではそれが反映された形で，それぞれ

文部省から発表され，1951 年 7 月の学習指導要

領につながっていった。

（３）道徳教育振興方策（1951 年２月８日）

　「道徳教育振興方策」12 では，1951 年版学習

指導要領に対して次の三点が求められた。

①　学習指導要領一般編において，道徳教育の重

要性およびそのあり方について，各教師によく

理解できるように説明する。

②　各教科においては，道徳教育の立場から，そ

れぞれの目標，内容，指導法も再検討を加え，

各教科独自の目標を十分に達成しつつ，道徳的

理解や態度の育成に寄与することができるよ

うにする。

③　各教科の中でも，人間関係をその学習の主体

とする社会科は，道徳的理解や判断力の養成

に深い関係をもっている。そこで一方におい

ては，実際の指導に当って，道徳教育の立場が，

教師に明確に理解されるように説明するとと

もに，他方，生徒の精神的発達段階に応じて，

人間性や思想の問題について学習を行う機会

を与えるように考慮する。

　①は 1951 年版学習指導要領の「道徳教育につ

いて」で説明された。

　②は 1951 年版学習指導要領の「教育の目標を

定める原理」で，「教育目標は，児童・生徒の個

人的，社会的必要をよく考えて定められねばなら

ない」ことを示し，その第三の必要として「児童・

生徒は現在および将来の民主的な社会の構成員と

して，民主的な社会のいろいろな価値や，それを

実現する方法を学ぶ必要」を掲げている。次に多

様な道徳的価値が含まれる「教育の一般目標」を，

（１）個人生活，（２）家庭生活および社会生活，（３）

経済生活および職業生活の三つから説明し，その

具体化としての「小学校・中学校・高等学校の目標」

を示している。最後に「教科の目標」が「小学校・

中学校・高等学校の各教科は，それぞれの学校段

階に応じて，一般目標の到達を分担するものであ

る」と位置付けられている。また「各教科は，一

般目標に含まれるもろもろの経験の各領域を分担

しながら，おのおの密接な関係を保って，全体と

しての教育目標への到達を目ざすものである」と

して，学校教育活動全体で行う道徳教育を説明し

ている。

　③は，社会科の目標を五つに整理して学年目標

と発達段階に応じた内容を具体化することで，社

会科で目指される理解と態度が道徳教育に関する

特別な使命を負っていることを示している。

（４）道徳教育のための手引書要綱（1951 年４

月 26 日）

　「教育勅語に代わるべきもの」として道徳教育

に教科化を問うた天野文部大臣の発言に対して，

文部省が道徳教育の全面主義を堅持していくため

に，「道徳教育振興に関する答申」（1951 年１月

４日），「道徳教育振興方策」（1951 年２月８日）

を発表し，その最後となったのが「道徳教育のた

めの手引書要綱」13（1951 年４月 26 日）である。

　「総説」では，道徳教育が求められる背景に続

いて，修身科への批判，民主主義的な道徳教育が

求められていることを示し，さらに「道徳教育を

主とした教科を設けることの可否」に触れ，修

身科の性格への回帰の危険性を踏まえ，「道徳教

育に関する指導を教育の一部面のみにかぎる傾向

を，ふたたびひきおこすおそれがすくなくないと

いわなくてならない。」としている。また，道徳

教育の目的について次のように示している。

　　　道徳教育は，学校教育の全面においておこ

なうのが適当である。しかしそのことは，い

うまでもなく，学校教育のあらゆる部面に

おいて，道徳に関する内容を直接とりあげ，

また強調しているということを意味しては

いない。すなわち，ところを選ばす無計画

に道徳教育をおこなうことを意味している

のではない。社会科をはじめとする各教科

の学習や特別教育活動が，それぞれどのよ

うな意味でまたどのような面で道徳教育に
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寄与することができるかを明らかにするこ

とがたいせつである。学校教育の種々の部面

の指導が，たがいによく連絡をとりながら

それぞれの特性を十分に発揮して，各自の

目標を達成することにより，はじめて児童

生徒の円滑な人格を育成することができる

と考えられるが，そのような人格を形成す

ることが，実は道徳教育の目的であるといっ

てよいのである。

　

　「社会科をはじめとする」とはしているが，各

教科の学習や特別教育活動を通した学校の教育活

動全体を通じて行う道徳教育の全面主義の立場を

示している。さらに「道徳教育と各教科の目標」

では小学校の複数の教科を具体的に挙げて説明し

ている。社会科に関しては，その指導の結果が他

教科につながることを次のように示している。

　　　社会に対する見かた，人間に対する見かた

の基礎をき
マ マ

ずいていくことをめやすとして，

道徳的な理解や態度を身につけさせるべき

である。児童は，社会科の学習における問題

解決を通じて，しだいにその視野を広く深

いものにし，道徳的にものを考え，判断す

る力を，より強く，より高いものにしてい

くことができるのである。このような社会

科の指導の結果としては，当然生活を合理

的なものにしていく力，すなわち問題を科

学的合理的に解決していく力を養うことが

期待されるが，このことについては，理科

の指導もまた大きな働きをしているといっ

てよい。理科においては，ものを科学的に

見たり，考えたり，あつかったりする態度

能力が育てられるとともに，社会科におい

て人間的なものに対する心情が養われるよ

うに，自然にしたしむ心情が養われつちか

われていくということができる。

　各教科の学習や特別教育活動を通した学校の教

育活動全体を通じて行う道徳教育は，それぞれの

教科等がどのような意味で，またどのような面で

道徳教育に寄与することができるかを明確にする

ことが重要あることを示し，今日でいう教科等横

断的な視点に立った教育実践を通して各教科等の

目標を達成すことが，道徳教育のねらいにつなが

ることを示している。これに関して上田薫は道徳

教育の全面主義の立場から『文部時報』の「道徳

教育のための手引書要綱の性格」14 で「各教科お

よびその他の活動のねらいをじゅうぶんに達成す

ることが，道徳教育の目的を満足させるゆえんで

ある。」と記している。

　また，「道徳教育のための手引書要綱」の続編

で中学校，高等学校向けに作成された『中学校，

高等学校の道徳教育について』（文部省，1951

年５月 29 日）では，「４　各教科，特別活動に

おける道徳教育」15 で「道徳教育を学校教育の全

面で行うということは，各教科ならびに特別教育

活動の指導を最も有効に行うことが，そのまま道

徳教育の目標を達成する道にほかならないことを

意味している」として，加えて「社会科が学校教

育における道徳教育のすべての責任を負うという

考え方は一掃させなければならない」と記してい

る。こうして，道徳教育の充実を社会科だけに負

わせない道徳教育の全面主義が明確化された。

（５）1951 年版学習指導要領（1951 年７月 10 日）

で社会科に求められた道徳教育

　『学習指導要領　一般編』（試案）（1951 年，

文部省）及び，『学習指導要領　社会科編』（試案）

（1951 年，文部省）で示された社会科に求めら

れた道徳教育について検討する。

　①『学習指導要領　一般編』（試案）（1951 年，

文部省）

　「Ⅱ　教育課程」では道徳教育の全面主義につ

いて次のように示している 16。

　　　道徳教育は，その性質上，教育のある部分

でなく，教育の全面において計画的に実施

される必要がある。教育の全体計画におい

て，児童・生徒の道徳的発達を期しようと

するならば，社会科を初め各教科の学習や

特別教育活動が，道徳教育のためにどのよ

うな役割をもつべきであるかということが，

明らかにされていなければならないであろ

う。そしてまた，学校教育の全面において，

道徳的態度を形成するための指導を行うと

いうことは，各教科の学習や特別教育活動

がそれぞれの役割をじゅうぶん果して，互
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に関連をもって行われること，すなわち，

全体計画に基
ママ

いた教育が推進されるという

ことでなくてはならない。そうでなくては，

人格的統一が失われることになる。ただし，

ここに考えておかねばならないことは，ど

の教科の学習においても，道徳的態度の形

成のための指導は可能であるし，また必要

でもあるが，そのために，その教科の主と

して目ざしているねらいが，おろそかにさ

れるということがあってはならないという

ことである。

　学校の教育活動全体で行う道徳教育について，

各教科等の特質や関連を踏まえることを示しなが

ら，教科が道徳化しないことについても指摘して

いる。注目すべきは「社会科を初め各教科の学習

や特別教育活動が，道徳教育のためにどのような

役割をもつべきであるか」と表現しているが，少

なくとも教育課程での道徳教育の説明で，1947

年版学習指導要領での「社会科が小学校の教育目

標達成のために重要な位置」という表現でなく，

「学校教育の全面において，道徳的態度を形成す

るための指導を行うということは，各教科の学習

や特別教育活動がそれぞれの役割をじゅうぶん果

して，互に関連をもって行われること，すなわち，

全体計画に基
ママ

いた教育が推進されるということで

なくてはならない」としている点である。これは

道徳教育の全面主義を文字通り「各教科の学習や

特別教育活動」で行うことを示し，社会科が各教

科の中の一教科であることを示している。

　学校の教育活動全体を通じて行う道徳教育の全

面主義の立場は継承されたが，社会科に「重要な

位置」を置いた 1947 年版学習指導要領ではなく，

1951 年版学習指導要領での「学校教育の全面」

を「各教科の学習や特別教育活動」と位置付けた

ことで，道徳教育の全面主義を明確に示したこと

になる。

　ここまでに関わる布石として，前述した「道徳

教育振興に関する答申（1951 年１月４日）」，「道

徳教育振興方策（1951 年２月８日）」，「道徳教

育のための手引書要綱（1951 年４月 26 日）」等

があるが，1950 年９月 22 日に連合国軍最高司

令官に提出された「第二次訪日アメリカ教育使節

団報告書」（文部省）の「道徳および精神教育」

に次のように示されてある 17。

　　　道徳教育は，ただ社会科だけからくるもの

だと考えるのはまったく無意味である。道

徳教育は，全教育課程を通じて，力説され

なければならない。

　天野文部大臣発言の以前の 1950 年９月時点の

文部省で，社会科だけに頼らない学校の教育活動

全体を通じて行う道徳教育の全面主義の立場は既

定路線であったことになる。

　②『学習指導要領　社会科編』（試案）（1951

年７月 10 日，文部省）

　『学習指導要領　社会科編』（試案）（1951 年，

文部省）では，学校の教育活動全体で行う道徳教

育における社会科の重要性を明確に示している。

　「第１章　社会科の意義」では「社会科は，児

童に社会生活を正しく理解させ，同時に社会の進

展に貢献する態度や能力を身につけさせることを

目的とする」とし，続く「第２章　社会科の目標」

では，1947 年版の学習指導要領で 15 項目あっ

た社会科の目標を五つにまとめている。その第一

は「自己および他人の人格，したがって個性を重

んずべきことを理解させ，自主的自律的な生活態

度を養う」となっており，道徳教育に直接かかわ

るものであり，その他は社会科の教育内容から求

める態度や能力の育成を掲げている。また，これ

らを踏まえて道徳教育との関わりを次のように示

している 18。

　　　社会科は，人間生活・社会生活に対する正

しい理解を得させることによって，これらの

態度の裏づけをし，たえず統一のある生活

態度を進展させるという使命をになってい

る点で，道徳教育に関する特別な使命を負っ

ているということができる。 

　　　社会科で養おうとする態度は，いうまでも

なく民主的な社会生活における人人
ママ

の道徳

的なありかたにほかならない。したがって，

それを究明することは，同時に社会科にお

ける道徳教育の観点を明確にすることにも

なるであろう。
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　さらに，社会科で育成する望ましい生活態度に

ついて四つの観点（「豊かで重厚な人間性を育て

ること」，「統一のある生活態度を形成すること」，

「清新で明るい社会生活を営む態度を養うこと」，

「創造的な問題解決に必要な力を養うこと」）を加

えて，社会科が「道徳教育に関する特別な使命を

負っている」ことを示すことで，1951 年版の学

習指導要領での道徳教育の全面主義を説明してい

る。

　『小学校社会科学習指導要領補説』（1948 年，

文部省）では「社会科が小学校の教育目標達成の

ために重要な位置を占め，そしてすべての教科の

主要目標とかたくむすびついていること」という

社会科を中心とした道徳教育の全面主義の立場を

取っていた。これに対し，『学習指導要領　一般編』

（試案）（1951 年，文部省）では，道徳教育が「各

教科の学習や特別教育活動」及び，『学習指導要

領　社会科編』（試案）（1951 年，文部省）での

社会科が「道徳教育に関する特別な使命を負って

いる」という表現となり，社会科の「特別な使命」

は認めつつも，社会科が「各教科の学習や特別教

育活動」に並列化された学校の教育活動全体を通

じて行う道徳教育の全面主義の立場を示したこと

になる。

　「道徳教育のための手引書要綱」で明記された

「社会科の学習における問題解決を通じて，しだ

いにその視野を広く深いものにし，道徳的にもの

を考え，判断する力を，より強く，より高いもの

にしていくことができるのである」という，社会

科の特質に基づく教科の学習の継続と結果の積み

重ねが道徳教育につながることを示している。

（６）社会科の改善に関する教育課程審議会答申

（1953 年 8 月 7 日）

　1951 年版学習指導要領は 1951 年７月 10 日

に発表されたが，１年５か月後には，岡野清豪文

部大臣から，教育課程審議会及び中央教育審議会

に諮問事項「社会科の改善，特に道徳教育，地理・

歴史教育について」（諮問：1952 年 12 月 19 日）

が出された。背景には，社会科，道徳教育が共に

十分に機能していないことを前提に，地理・歴史

の社会科からの独立も視野に入れ，それらの課題

を解決する社会科の改善する方策が求められた。

答申の「一般的事項」として六項目を掲げている

が，その中核となる第四項が以下になる 19。

　　　社会科の改善に当って力を注ぐべき面の一

つは，基本的人権の尊重を中心とする民主的

道徳の育成である。学校教育に於いて，こ

のような道徳教育を重視することの必要な

ことは論をまたない。とはいえ道徳教育は，

社会科だけが行うもののように考えること

は誤りであって，これは学校教育全体の責任

である。しかし，社会科が道徳教育に対して，

責任をもつべき主要な面を明確に考え，道

徳教育に確実に寄与するように，その指導

計画および指導法に改善を加えることは重

要なことである。

　答申の骨子としては，小・中学校での社会科の

地理・歴史，政治・経済等のへ分化は取らず，学

校の教育活動全体を通じて行う道徳教育の全面主

義の立場は据え置かれ，社会科と道徳教育の関連

の明確化に基づく指導計画および教育内容の系統

性と指導法の改善に言及し，中学校の社会科に対

しては単元「民主主義」の例を挙げて工夫するよ

うに求めている。

　また，この答申の重要な点は「一般事項（三）」

に次のことが記され，これ以降，1958 年版学習

指導要領まで影響を与えることになる 20。

　　　社会科は，わが国における民主主義の育成

に対して，重要な教育的役割をになうもの

であり，その基本的なねらいは正しいので

あるから，今後もこれを育てていきたい。

（７）社会科の改善に関する中央教育審議会答申

（1953 年８月８日）

　「社会科の改善に関する中央教育審議会答申」

（1953 年８月８日）は「社会科の改善に関する

教育課程審議会答申」（1953 年８月７日）の翌

日に答申された。中教審答申では「賛意を表する」

となっていたが以下の付記 21 が加えられた。

　　　答申の一般事項（四）中に「基本的人権の

尊重を中心とする民主的道徳」とあるの意味

は，民主的道徳の中心は人格の尊重，ひいて

は社会公共への奉仕にあるとの意味に理解
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すべきであるからこれが実施に当たっては

その趣旨に沿い遺漏のないよう努めること。

　この付記は，答申の直後に社会科問題協議会等

から批判されることにつながった。文部省は２週

間後の８月 22 日に「社会科の改善についての方

策」22 を発表した。

（８）社会科の改善についての方策（1953 年 8

月 22 日）

　「社会科の改善についての方策」は，次の五項

目からなっている。「社会科の基本的ねらいを正

しく育てること」，「学習指導要領を改訂して，わ

かりやすく，取り扱いやすいものにすること」，「社

会科の内容に関し，教師の科学的教養の向上を図

ること」，「新しい指導計画の実施については，各

学校の社会科の指導に混乱をきたさないように考

慮すること」，「小・中学校社会科教科書は，先に

述べたことの趣旨の反映したものが，昭和三十年

度用として編纂されることを期待すること」。

　この方策によって昭和 30 年度（1955 年）と

いう期限を示した学習指導要領の改訂が明示され

た。学校の教育活動全体を通じて行う道徳教育の

全面主義の立場は堅持されているが，基礎的知識

の習得，単元系列の具体化に加えて，「民主的社

会における道徳生活のあり方の理解や，道徳的判

断力を育てることは重要であり，これに対しては，

社
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

会科が特に寄与しなければならない」としてい

る（傍点筆者）。

　これは，1947 年版の学習指導要領で学校の教

育活動全体を通じて行う道徳教育の全面主義での

社会科を中心としたものとほぼ同じ立場である。

　天野文部大臣の発言を契機に 1950 年 11 月か

ら２か月の審議でも，道徳教育に関して「道徳教

育のための特別の教科を設ける場合」，「社会科の

中で取扱う場合」，「学校全体計画の中で行う場合」

から議論が進められ，その結論として社会科を教

科の一つとして各教科の学習や特別教育活動を通

した学校の教育活動全体を通じて行う道徳教育と

してまとめたものが、1951 年の学習指導要領で

あった。

　しかし「社会科の改善についての方策」では，

道徳教育に対して「社会科が特に寄与しなければ

ならない」として，種々の道徳的価値の理解を求

め，次のように続けている。

　　　社会科の学習では，右のような道徳的理解

や判断力を，児童・生徒の発達段階に応じた

具体的事象の学習をとおし，児童・生徒の心

情に訴えて，しっかり身につけさせること

ができる機会がたくさんにある。たとえば，

正直・親切・忍耐・努力，規則を守ること，

他人に迷惑をかけないこと，人の生命をたい

せつにすること，その他日常生活において，

だれもが常に心がけるべき諸事項の重要で

あることの理解や，これらについての判断

力が，児童・生徒の発達に応じて見につく

ようにすることが可能であり，またこれが行

われなければならない。さらに社会公共のた

めに尽くすべき個人の立場や役割を自覚し，

国を愛する心情を養い，他国や他国民を敬

愛する態度を育てることが必要である。

　まず指摘しておくことは，1953 年 8 月の「社

会科の改善についての方策」によって，教育課程

における社会科の位置を道徳教育に「特に寄与し

なければならない」と位置付けることで，社会科

の役割を 1947 年版学習指導要領での位置に改め

て置き直したことである。前述したように天野文

部大臣の発言以降，上田薫ら文部官僚らが中心と

なってまとめた「道徳教育のための手引書要綱」

（1951 年４月）によって，学校の教育活動全体

を通じて行う道徳教育の全面主義が明確化して，

社会科はそれを担う一教科として位置付けられ

た。しかし「社会科の改善についての方策」（1953

年８月）は，それを振り出しに戻して道徳教育の

振興に向けた社会科の改善を目指したことにな

る。

　また「社会科の改善についての方策」は，社会

科の改善に関する中央教育審議会答申（1953 年

８月８日）での付記を反映したものである。これ

は社会科と道徳教育の関連を考える際に，「道徳

教育のための手引書要綱」で示した「社会科の学

習における問題解決を通じて，しだいにその視野

を広く深いものにし，道徳的にものを考え，判断

する力を，より強く，より高いものにしていくこ

とができる」という立場ではなく，徳目の抽出が
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先になっている。1951 年版学習指導要領で示さ

れた「どの教科の学習においても，道徳的態度の

形成のための指導は可能であるし，また必要でも

あるが，そのために，その教科の主として目ざし

ているねらいが，おろそかにされるということが

あってはならない」とされることからは乖離があ

る。

　学校の教育活動全体を通じて行う道徳教育の全

面主義は，前掲の上田薫による「各教科およびそ

の他の活動のねらいをじゅうぶんに達成すること

が，道徳教育の目的を満足させるゆえんであ」り，

各教科等のねらいが前提であるが，「社会科の改

善についての方策」では，道徳教育に必要とされ

る徳目が先立つ形で示された。

（９）社会科問題協議会による批判（1953 年８

月４日～ 1955 年２月 22 日）

　この間の文部省での社会科の改善の動きに対し

て，民間教育研究団体や大学の有志らが，教育課

程審議会（諮問「社会科の改善，特に道徳教育，

地理・歴史教育について」）の答申原案に対して，

1953 年８月４日に「社会科問題協議会第１次声

明―社会科改訂に対する声明書―」を出しことを

契機に社会科問題協議会が発足した 23。1955 年

２月 22 日の第六次声明まで 1953 年の社会科の

改善に対して批判を行った。

　社会科問題協議会の批判は，文部省の社会科の

改善の動きが「社会科の改善は日本の子どもたち

が，自主的に，科学的に，日本社会の現実に対決

し，平和と独立を求め，民主的方法でその生活を

建設するように育てることをいっそう促進するも

のであってほしい」25 という立場からであった。

　教育課程審議会答申，付記のついた中央教育審

議会答申及び「社会科の改善についての方策」に

対して，社会科改善の審議の透明性及び拙速性の

問題や一連の過程で明確化された理解事項や教育

内容の具体化に伴う「歴史的内容」「地理的内容」

が，実質的な社会科解体であることを指摘してい

る。また第３次声明では，教育課程審議会答申に

あった「基本的人権」が「方策」ではなくなって

いることを次のように指摘している 26。

　　　「基本的人権の尊重を中心とする民主的道

徳の育成」という字句が挿入されたにもか

かわらず，この「方策」の中には，基本的

人権の文字は見えず，かわりに，「社会公共

のために尽くすべき個人の立場や役割を自

覚し，国を愛する心情を養う」奉仕の道徳

が登場している。

　第５次声明以降は，社会科の学習指導要領改訂

に向けた目標と内容を検討した社会科の改善に関

する中間発表に対して行われた。

　第３次声明での「基本的人権の尊重」という表

記が「社会科の改善についての方策」から消え，「社

会公共のために尽くすべき個人の立場や役割を自

覚し，国を愛する心情を養う」が入ったことは重

要な指摘である。「社会科の改善についての方策」

での表記は，先述した中教育審議会答申の付記で，

教育課程審議会答申での「基本的人権の尊重を中

心とする民主的道徳」の意味を「民主的道徳の中

心は人格の尊重，ひいては社会公共への奉仕にあ

るとの意味に理解すべきである」と示したことに

関連している。また，社会科が学習の対象として

いる社会の成り立ち，制度，相互関係等から導か

れる人々との関係性に内包される民主的道徳のと

の関連が不明確なまま「人格の尊重」と「社会公

共への奉仕」にその中心を置いたことが問題点で

ある。

（10）文部省の社会科改善の立場

　社会科問題協議会の第６次声明が発表された翌

月の 1955 年３月に，文部省初等教育局視学官で

あった小沼洋夫は「社会科の改訂」27 を発表して

表１「社会科問題協議会の声明」24

　  声明

第１次声明

第２次声明

第３次声明

第４次声明

第５次声明

第６次声明

　　　　　対象

教育課程審議会の答申原案

発表（1953年７月31日）

教育課程審議会の答申発表

（1953年８月７日）

「社会科の改善についての

方策」（1953年８月22日）

国民

「社会科の改善に関する第

４回中間発表」

（1954年４月28日）

「社会科の目標および領域

案」（1955年２月11日）

（社会科の改善に関する

第５回中間発表）

　　発表日

1953年８月４日

953年８月11日

1953年８月27日

1953年９月11日

1954年５月12日

1955年２月22日

−262−



白尾裕志：特設「道徳」の創設に至る社会科の変化についての考察

いる。社会科の改善の動きを総括し，「道徳教育

について，社会科はどの程度の配慮をなしうるか」

としている。また「学習内容をふくめた目標の中

に，その学習の機会において到達できる道徳教育

のねらいをはずさないようにつとめた」とも記し

ている。さらに「学習内容において『個人の確立』

というのは，民主主義的生活の根本には，けっきょ

く正しい自我を発見するということが前提となっ

ているということにほかならないという，（教材

等調査研究会社会科小委員会）委員会の結論」を

前置きして，最後に下記のように記している。※

（）内は筆者挿入。

　　　社会科は，発生当時から社会機能の分析な

どに案外力点がおかれているために，とか

く個人の社会への適応という面に必要以上

に指導がなされるという結果を招きやすい。

したがって，今回は，できるだけ，社会に

おける個人の主体性，さらに個人が社会に

対して働きかけるという自覚への指導が必

要であるということに意を用いたいとうこ

とである。

　小沼の主張は，学習内容を通して自我を発見す

ることを前提に道徳教育への社会科としての配慮

を考えるということである。さらに個人が社会に

合わせるのではなく，社会における個人の主体性

を育成する社会科を求めている。

　こうした文部省側の意図の基に発表された社会

科の改善に関する第５回中間発表に対して，社会

科問題協議会は「社会科を『道徳科』にしてしま

うほどに，道徳教育がいたるところで強調されて

いる」28 と批判した。

　当時，共に社会科の現状を憂い，その改善を目

指した文部省と社会科問題協議会の違いは，どこ

からきているのか考えたい。

　1951 年版の学習指導要領における社会科の第

一の目標は，社会科の教育内容とそれを通した学

習によって「自己および他人の人格，したがって

個性を重んずべきことを理解させ，自主的自律的

な生活態度を養う」ことであった。この目標に対

する小沼の「社会における個人の主体性」は基本

的には差異はない。

　ここで確認すべきことは，学校の教育活動全体

で行う道徳教育は，各教科等がそれぞれの特質に

応じて，それぞれの教育内容を通して教育目標に

迫るということであり，この原則は 1947 年版学

習指導要領以来，現在も変わっていない。また，「ど

の教科の学習においても，道徳的態度の形成のた

めの指導は可能であるし，また必要でもあるが，

そのために，その教科の主として目ざしているね

らいが，おろそかにされるということがあっては

ならない」という 1951 年版学習指導要領の道徳

教育の留意点も基本的には変わっていない 29。

　しかし，1955 年当時の小沼に代表される意見

は，「道徳教育について，社会科はどの程度の配

慮をなしうるか」という意識が強いために，社

会科を通して道徳教育として個人に何を求める

かが先に位置づくことなり，社会から個人が求め

られる徳育や態度が前提となっている。本来なら

1951 年版学習指導要領の社会科における社会機

能での相互関係やそこでの人ともの，人と人の関

係等からなる教育内容からの学習が導き出す社会

科の特質から生じる態度や道徳的価値を検討すべ

きであった。しかしそこから切り離される形で道

徳教育への配慮が進んだために，徳目が先に登場

する社会科になっている。そうした社会科では「個

人が社会に対して働きかけるという自覚への指

導」が必然として求められる。

　「社会科の改善についての方策」（1953 年８月）

によって，1951 年番学習指導要領での「各教科

の学習や特別教育活動」に並列化された形での学

校の教育活動全体を通じて行う道徳教育の全面主

義を変更し，社会科を道徳教育に「特に寄与しな

ければならない」とすることで，こうした社会科

と道徳教育の関連を示すことが可能となった。

４　1955 年版『小学校学習指導要領社会科

編』（1955 年 12 月 15 日）での社会科

先行改訂

　『小学校学習指導要領社会科編』（1955 年，文

部省）で社会科に求められた道徳教育について検

討する。

（１）社会科の改善要求に応えた目標・内容の具

体化

　「社会科の改善についての方策」（1953 年８月

22 日）以降，文部省は省内の教材等調査研究会

社会科小委員会で研究を進め，社会科の改善に関
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する第５回中間発表での「社会科の目標および領

域案」（1955 年２月 11 日）によって、「社会科

の改善についての方策」が目指した「学習指導要

領を改訂して，わかりやすく，取り扱いやすいも

のにすること」に道筋をつけて，1955 年 12 月

15 日の『小学校学習指導要領社会科編』の発表

に至った。

　「社会科の目標および領域案」30 は，いくつか

の内容的な修正を加え，基本的には踏襲した形で，

「領域案」を「学習内容」に変更して『小学校学

習指導要領社会科編』での「第３章　各学年の目

標と学習内容」に表された。

　1951 年版小学校学習指導要領社会科編で，各

学年について「発達の特性」，「目標」「単元の基

底の例」で示されていた内容を改善し，「小学校

社会科の目標」，「社会科の目標と児童の望まし

い生活態度（社会科における道徳教育の観点）」，

「学年の主題」（1951 年版学習指導要領の『基底』

に相当），「各学年の基本目標と具体目標」からな

るもので示すことで，わかりやすく，取り扱いや

すいものにした。

（２）「社会科の目標と児童の望ましい生活態度」

（社会科における道徳教育の観点）

　1955 年版『小学校学習指導要領社会科編』が

「小学校社会科の目標」で示した「社会科の目標

と児童の望ましい生活態度」（社会科における道

徳教育の観点）では，社会科が目指す態度や能力

を特に取り出して具体的に考える必要を説き，次

のように示している 31 。

　　　社会科は，社会生活に対する正しい理解を

得させることによって，児童の正しい判断力

の基礎を養い，望ましい態度や心情の裏づけ

をしていくという使命をになっている点で，

道徳教育について特別な地位を占めている。

社会科で養おうとする態度は，いうまでも

なく民主的な社会生活における人々の道徳

的なありかたにほかならない。したがって，

それを究明することは，同時に社会科にお

ける道徳教育の観点を明確にすることにも

なるであろう。

　この観点を社会科で育成する望ましい生活態度

として次の四つを示している。

　①　人間尊重の精神と豊かな心情をつねに日常

生活の上に具体的に表現していこうとする

生活態度を育てること。

　②　自主的で統一のある生活態度を形成するこ

と。

　③　清新で明るい社会主活を営むために必要な

生活態度を養うこと。

　④　創造的に問題解決を行う場合に必要な力を

養うこと。

　これらの観点にはそれぞれさらに具体化した諸

点が５点から８点加えられている。例えば，①に

つては「個性を重んじ，寛容な態度で人に接し，

信頼と友愛の念を深めること」等，態度ともに道

徳的価値を含むものになっている。この「社会科

の目標と児童の望ましい生活態度」（社会科にお

ける道徳教育の観点）によって，学習指導要領と

して社会科における道徳教育の観点を明確にした

ことは，これまでの社会科の改善に応えるものと

なった。

　学習指導要領をわかりやすく，取り扱いやすい

ものにして，社会科と道徳教育の関連を明確化し

た学習指導要領の改訂であったが，「小学校社会

科の目標」は結果的には 1951 年版学習指導要領

と大きな変更点はなかった。また，「第１章　小

学校社会科の意義」の「教科としての社会科の特

性」では修身について，「徳目の観念的な理解に

終
マ マ

ったり，時としてはかえって児童に表裏のある

生活態度を植えつける場合も生じた」とし，続け

て徳目の理解で用いられた例話について「将来い

ろいろ異なった現実の事態に対処していく場合，

いつでも正しい道徳的判断をし，望ましい社会生

活ができるものと考えるのは早計である」と批判

している。

　さらに続けて次のように示している 32。

　　　考える力，実行力の基礎には，当然社会生

活についての広く深い理解，たとえば，現在

の社会の中では人々は互にどのように関係

し合い，どのような機構や制度を通じて結

ばれ合っているか，またそれらの関係はど

のような努力を通して歴史的に変ってきた
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ものであるかなどについての具体的認識が

必要なのである。すなわち，道徳的な判断

力や実践力というものは，歴史，地理，そ

の他いろいろな観点からとらえた社会につ

いての理解に裏づけられてこそ，初めて真

に生き生きとした力強いものになるといえ

るのである。（中略）道徳教育という一つの

観点から考えても，知識と行動（知的なも

のと実践的なもの），さらに心情などが，ば

らばらになるようなことなく，これらが真

に児童の統一ある人格として形成されてい

くには，あまり狭い分野に固定した教科目

の中で児童にとって受動的な学習が行われ

るよりは，かれらみずからが広く社会に対

する知見を深めつつ，自己の生活態度につ

いての反省や望ましい心情，習慣の形成が

できていくような学習のほうが有効である。

そして，このような要請が，社会科という

教科を生む一つの契機になったものと考え

てよかろう。

　ここには，1951 年版学習指導要領の「Ⅱ　教

育課程」で説明された「どの教科の学習において

も，道徳的態度の形成のための指導は可能である

し，また必要でもあるが，そのために，その教科

の主として目ざしているねらいが，おろそかにさ

れるということがあってはならないということ」

が踏襲されている。

（３）1955 年版小学校社会科学習指導要領社会

科編の特徴

　これまで検討してきたように社会科は 1947 年

の創設以降，歴史，地理への分化や道徳教育との

関わりから改善が要求され続けてきた。1951 年

版学習指導要領で，各教科の学習や特別教育活動

を通した学校の教育活動全体で行う道徳教育の教

科の一つとして明確化された社会科に対して，「社

会科の改善についての方策」では教育課程におけ

る社会科が道徳教育に「特に寄与しなければなら

ない」と位置付け直された。このことで社会科は

1947 年版学習指導要領での位置づけに戻ったこ

とを意味する。そして「社会科の改善についての

方策」をさらに具体化してく過程で，学年ごとの

主題，基本目標，具体目標及び，学習内容が明確

化されたことで基礎的知識や概念等も示された。

さらに「社会科の目標と児童の望ましい生活態度」

（社会科における道徳教育の観点）によって，文

字通り社会科における道徳教育の観点を明確化し

たことで，この間の社会科改善要求にはほぼ応え

た形となった。

　また，社会科問題協議会が批判していた「基本

的人権の尊重を中心とする民主的道徳の育成」に

代わって社会公共への奉仕の道徳が，「社会科の

改善についての方策」以降に登場したことに対し

ては，「社会科の目標と児童の望ましい生活態度」

（社会科における道徳教育の観点）の中で「社会

科で養おうとする態度は，いうまでもなく民主的

な社会生活における人々の道徳的なありかたにほ

かならない。したがって，それを究明することは，

同時に社会科における道徳教育の観点を明確にす

ることにもなる」という立場を示して，先述した

「第１章　小学校社会科の意義」の「教科として

の社会科の特性」での社会科での問題解決学習を

通した学習内容に基づく具体的な認識形成の必要

を示している。

　このように検討してくると，道徳教育との関連

を明確化するために学習指導要領での表現に変化

はあるが，「第１章　小学校社会科の意義」で示

されている内容からは，基本的に 1951 年版学習

指導要領が踏襲されている。このことは，社会科

の改善に関する第５回中間発表として「社会科の

目標および領域案」（1955 年２月 11 日）が発表

された後，２月 23 日に行われた全国社会科指導

主事連絡研究協議会での小沼洋夫（文部省初等教

育局視学官）の次の発言でも明らかである 33。

　　　「わたくしは答申の線，また（社会科の改

善についての）方策の線で，『社会科の基本

目標は変えない』こういう趣旨が出されて

おりますので，その点では，今回の発表で

新しく加えるものはない，こういう考えで

進んできたのであります。ということは，社

会科が『民主的な社会人をつくる』という

責任をもっている」※（　）内筆者挿入

　1955 年版小学校学習指導要領社会科編は，

1951 年版学習指導要領を特に内容的に具体化

し，道徳教育との関連を明確化した。小沼が「社
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会科の基本目標は変えない」と表明したように基

本目標に含まれる社会科の理念は，「第１章　小

学校社会科の意義」の「教科としての社会科の特

性」で示されるように変わらないものとなってい

る。

５　特設道徳に向けた動き

　特設道徳に向けた主な動きは以下のようにな

る。

（１）教育課程審議会（1956 年３月 15 日）

　諮問事項「小学校・中学校の教育課程の改善な

らび高等学校通信教育の改善について」に基づい

て審議が開始され 34，答申まで 41 回の審議を行っ

た 35。

（２）特設道徳前提の教育課程審議会（1957 年

９月 14 日）

　委員の変更後初めての教育課程審議会では，再

度，諮問事項「小学校・中学校の教育課程の改善

ならび高等学校通信教育の改善について」の説明

が行われ，この中の初等中等教育局長による諮問

事項説明で，学校の教育活動全体を通じて行う道

徳教育が徹底を欠いていることを指摘した上で次

のように語り，この場での再諮問は，道徳の時間

を特設することを前提とした諮問となった 36。

　　　これらの点にかんがみまするとき，学校全

体で道徳教育を行うという立場をとりなが

ら，なおかつ道徳教育の徹底を図るために

小・中学校とも道徳的指導のための時間を

特設して，毎学年指導する必要があるので

はないかと存じます。

（３）資料「小・中学校の道徳教育の特設時間に

ついて」（1957 年 11 月９日）

　教育課程審議会第７回初等分科会および中等分

科会で資料「小・中学校の道徳教育の特設時間に

ついて」が提示された 37。「小・中学校の道徳教

育の特設時間について」において，その趣旨を次

のように記している。

　　　現在道徳教育は，社会科をはじめ各教科そ

の他教育活動の全体を通じて行われている

が，その実情は必ずしも所期の効果をあげ

ているとはいけない。今後も学校教育の全

体を通じて行うという方針は変更しないが，

現状を反省し，その欠陥を是正し，すすん

でその徹底強化をはかるために，新たに道

徳教育のための時間を特設する。

　指導目標や指導法に加え，当時，並行して進め

られた小学校教育課程の改訂における一般方針と

の一致点まで示した具体的な資料であった。

（４）教育課程審議会「道徳教育の基本的方針」

（1957 年 12 月７日）

　12 月７日には教育課程審議会会長の日高第四

郎から「道徳教育の基本的方針」が発表された。

これは人間尊重の精神とそれに基づく共同体の倫

理などの「新日本の建設と育成の指導原理」を三

項目に渡って示した後に四項目目として次のよう

に示している 38。

　　　詳細な教育目標および教育内容の選択・配

列・取扱等に関しては，教材等調査研究会

において慎重に審議すべきである。

　この方針に従って特設道徳における道徳教育の

ための目標・内容は，教材等調査研修会道徳教育

小委員会で具体的研究がおこなわれることになっ

た。社会科について「道徳教育については，特設

時間の指導内容との関連を密にし，その進展に資

するように配慮すること」が求められた。

（５）教育課程審議会答申「小学校・中学校教育

課程の改善について」（1958 年３月 15 日）

　教育課程審議会から諮問事項「小学校・中学校

教育課程の改善について」が答申され，道徳教育

の振興に関しては次のように示された 39。

　　　道徳教育の徹底については，学校の教育活

動全体を通じて行うという従来の方針は変

更しないが，さらにその徹底を期するため，

新たに「道徳」の時間を設け，毎学年，毎

週継続して，まとまった指導を行うこと。

　答申には「道徳教育の特設時間について」とい

う項目で，1957 年 11 月９日の教育課程審議会
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第７回初等分科会および中等分科会で提示された

「小・中学校の道徳教育の特設時間について」を

基に作成された資料が加えられ，趣旨，指導目標，

指導法が示された。

（６）文部事務次官通達「小学校・中学校におけ

る『道徳』の実施要領について（通達）」

　　  （1958 年３月 18 日）

　文部省は三日後の 1958 年３月 18 日に文部事

務次官通達「小学校・中学校における『道徳』の

実施要領について（通達）」40 として各都道府県

教育委員会に送った。

　この「道徳実施要綱」は教材等調査研修会道徳

教育小委員会が中心になって作成したもので，小

学校，中学校に渡って，趣旨，目標，指導内容，

指導方法，指導計画の作成，指導案の例，主題名

の参考例まで示した 55 頁に及ぶものであった。

（７）「小学校・中学校教育課程の改善について（通

達）」（1958 年３月 20 日）

　文部省は３月 20 日には，「小学校・中学校教

育課程の改善について（通達）」41 を各都道府県

教育委員会に送り，1961 年度から改訂教育課程

を実施することを通達した。３年間の準備期間で

特設道徳を準備することが求められた。

６　1958 年版『小学校学習指導要領』（1958

年 10 月１日）における社会科

（１）総則における道徳教育

　1958 年版『小学校学習指導要領』は，道徳が

特設された学習指導要領となった。1951 年版学

習指導要領で「教育課程」の「教科内容について」

の一つとして示された「道徳教育について」が，

1958 年版『小学校学習指導要領』では，総則の「第

３　道徳教育」として示された。特設された道徳

を学校の教育活動全体で行う道徳教育の筆頭に位

置付け，道徳教育の補充，深化，統合の場として

おり，さらに教育課程全体との交流を求めている。

また，道徳教育そのものの目標を次のように示し

ている 42。

　　　道徳教育の目標は，教育基本法および学校

教育法に定められた教育の根本精神に基
マ マ

く。

すなわち，人間尊重の精神を一貫して失わ

ず，この精神を，家庭，学校，その他各自

がその一員であるそれぞれの社会の具体的

な生活の中に生かし，個性豊かな文化の創

造と民主的な国家および社会の発展に努め，

進んで平和的な国際社会に貢献できる日本

人を育成することを目標とする。

　1955 年３月時点での小沼文部省初等教育局視

学官が社会科の目標として用いた「民主的な社会

人」という表現が「日本人」に変わったことは，

３年間に教育そのものが国家をより意識したもの

に変化したことを意味している。

（２）社会科の目標

　社会科の五つの目標は基本的に踏襲されている

が，「郷土や国土に対する愛情などを養う」，「正

しい国民的自覚をもって国家や社会の発展に尽そ

うとする態度などを養う」等の新たに加えられた

表現について，『初等教育資料　改訂小学校学習

指導要領とその解説』43 で，小林信郎（文部省初

等教育課）が次のように説明している。

　　　従来の社会科の目標になかった新たな表現

であるが，これは今回の教育課程改訂の全

般的な方針として，国民として正しい自覚

をもち，個性豊かな文化の創造と民主的な

国家社会の建設に努め，国際社会において

真に信頼され，尊敬されるような日本人の

育成ということを強調しているので，当然

のことといえよう。しかもそこでは特に『正

しい (・・・) 国民的自覚』といって，視野

の狭い偏狭なものに陥ることと言外に戒め

ているのである。

　これは公示の２か月前の８月１日にお茶の水女

子大学における改訂学習指導要領説明会での内藤

譽三郎（文部省初等中等教育課長）の「国際社会

において信頼と尊敬をかちうるにたるようなりっ

ぱな日本人の育成を目ざしたことでありまして，

これが，全体を通じて流れているところの精神で

あろうかとおもいます。」という発言 44 を踏襲し

たものである。また，上野芳太郎（初等中等教育

課長）も次のように説明 45 している。
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　　　独立国家としての正しい自覚をもち，個性

豊かな文化を創造し，真に民主的な国家社

会の国際社会の建設に努め，国際社会に信

頼され，尊敬されるような日本人の育成を

めざしたのである。このことは，今回の改

訂の底流を流れる基本的な考え方である。

　小林が「今回の教育課程改訂の全般的な方針」

とし，上野が「今回の改訂の底流を流れる基本的

な考え方」としてめざした「日本人の育成」につ

いては，少なくとも先の教育課程審議会答申「小

学校・中学校教育課程の改善について」（1958

年３月 15 日）の基本方針には明示されていない。

「基本方針」は「最近における文化・科学・産業

などの急速な進展に即応して国民生活の向上を図

り，かつ，独立国家として国際社会に新しい地歩

を確保するためには，国民の教育水準を一段と高

めなければならない」として，道徳教育の徹底や

基礎学力の充実などの具体的事項に触れているだ

けである。

　社会科の目標に加えられた「愛情」や「尽くそ

うとする態度」はそうした日本人の育成が目指さ

れており，このことは，教育課程審議会に再諮問

された「小学校・中学校教育課程の改善について」

（1957 年９月 14 日）での松永東文部大臣の挨

拶 46「国際社会において信頼と尊敬を受けるに足

る日本人の育成を主眼としなければならないと存

じます。」に遡る。これが文部官僚の基底となって，

社会科の目標に日本人像として反映された。

（３）1951 年版・1955 年版学習指導要領におけ

る「社会科の意義」の継承

　1958 年版学習指導要領での社会科の目標で

は，これまでの学習指導要領での「社会科の意義」

が具体目標および内容に具体化された。また，「社

会科はわが国における民主主義の育成に対して重

要な教育的役割をになう教科である」という理由

を示し，五つの社会科の目標の内，目標１を「具

体的な社会生活の経験を通じて，自他の人格の尊

重が民主的な社会生活の基本であることを理解さ

せ，自主的，自律的な生活態度を養う」として，

続く目標２～４で求める能力や態度等（「社会生

活に適応し，これを改善していく態度や能力，国

際協調の精神」，「進んで社会的な協同活動に参加

しようとする態度や能力」，「自然環境に対応した

生活のくふうをしようとする態度，郷土や国土に

対する愛情」，「先人の業績やすぐれた文化遺産を

尊重する態度，正しい国民的自覚をもって国家や

社会の発展に尽そうとする態度」）について，「つ

ねにその指導の根底には目標１が考慮されなけれ

ばならない」と位置付けた。

　先述したように文部省では「社会科の改善に

関する教育課程審議会答申」（1953 年８月７日）

が 1958 年の学習指導要改訂までの基本となって

いた。道徳教育の振興の名の下で展開された社会

科の道徳教育との関連の具体化は，徳目が全面に

出ることで批判も受けたが，1951 年版と 1955

年版学習指導要領で示された「社会科の意義」は，

1958 年版学習指導要領での「内容」にその理解

に至る方法を含む形で示された。

　例えば，第３学年の「村（町）の生活」を想定

した単元に対しては，内容として「村（町）の人

口や集落の状態，人々の仕事の種類や方法，道路

の様子などをみても，父母や祖父母のこどものこ

ろに比べて変った点が少なくないが，そこには鉄

道やバスの開通，道路や港の改修，工場の設置な

ど，村（町）の人々のいろいろな努力があった」

表２　1951 年版・1955 年版学習指導要領に

おける「社会科の意義」（抜粋）

1955年版学習指導要領

「社会科の意義」抜粋

1951 年版学習指導要領

「社会科の意義」抜粋

児童がかれらにとって切実
な現実の問題を中心にして，
じぶん自身の目的と必要と
関心とによって自主的に社
会生活を究明してはじめて，
もろもろの社会事象がかれ
らにとってどのような意味
をもつかが明らかとなり，
したがって，これに対する
かれらの立場も自覚されて
くるからである。しかもこ
のような問題解決の過程を
通じてこそ，じぶんの生活
の中につねに積極的に問題
を見いだしていこうとする
態度や，共同の問題のため
にじぶんの最善を尽して協
力しようとする態度，した
がって絶えずかれらの生活
を進歩向上させていく能力
をも，真に身につけること
が期待できるのである。

考える力，実行力の基礎に
は，当然社会生活について
の広く深い理解，たとえば，
現在の社会の中では人々は
互にどのように関係し合い，
どのような機構や制度を通
じて結ばれ合っているか，
またそれらの関係はどのよ
うな努力を通して歴史的に
変ってきたものであるかな
どについての具体的認識が
必要なのである。すなわち，
道徳的な判断力や実践力と
いうものは，歴史，地理，
その他いろいろな観点から
とらえた社会についての理
解に裏づけられてこそ，初
めて真に生き生きとした力
強いものになるといえるの
である。
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が示されており，実態の調査やそれに基づく比較，

検討，考察が含まれている。内容に社会科の教科

としての特質が反映された形になっており，学習

指導要領における「社会科の目標」，「学年の目標」，

「内容」，「指導上の留意事項（現在は「内容の取

扱い」）」を中心とする形式は基本的には現在も引

き継がれている。

７　おわりに

　社会科は 1947 年の創設直後から，道徳教育の

振興を名目にその改善を問われてきた。それぞれ

の時期での道徳教育の強化あるいは社会科の分化

を想定した教科化を意図した動きに対して，文部

省が行政手続きとして「道徳教育振興に関する答

申」（1951 年１月４日），「社会科の改善に関す

る教育課程審議会答申」（1953 年８月７日）を

積み重ね，そのまとめとして，学習指導要領で「社

会科の意義」（1951 年・1955 年版学習指導要領）

を示したことが，総合的な教科としての社会科の

特質を反映した内容の明確化につながり，今日の

社会科に至る基本的な枠組みとなっている。

　また社会科創設当初からの民主的な社会の再建

に向けた相互依存関係など人間関係の理解を基本

にした教科の目標や内容およびそこで求められる

民主的な資質や能力は，道徳教育の振興に応える

過程で，それらを踏まえた日本人像として掲げら

れるようになってきた。

　1958 年版学習指導要領では社会科の目標に

「正しい国民的自覚をもって国家や社会の発展に

尽そうとする態度」が入り，それ以降の学習指導

要領では，国家・社会の成員または形成者として

必要な「公民的資質の基礎」としてまとめられ，

今日，2017 年版学習指導要領では「国家及び社

会の形成者に必要な公民としての資質・能力の基

礎」となっている。

　小中学校の社会科が分化せず，今日も総合的な

教科としての枠組みをもっているのは，社会科創

設から 10 年あまりの社会科の本質を問う動きの

過程で示された先述の二つの答申がもつ意義が大

きいと考える。
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